
貸 借 対 照 表
令和 4年 3月31日現在

(単位：円)

科目 当年度 前年度 増減

Ⅰ資産の部

  1.流動資産

      現金 2,000 2,000 0

      普通預金 4,699,425 4,291,989 407,436

      未収金 6,104,804 6,991,781 △ 886,977

      仮払金 0 0 0

      立替金 0 0 0

      前払金 29,000 29,000 0

      流動資産合計 10,835,229 11,314,770 △ 479,541

  2.固定資産

    (1)基本財産

      基本財産合計 0 0 0

    (2)特定資産

      退職給付引当資産 18,305,000 18,305,000 0

      減価償却引当資産 6,211,498 5,633,265 578,233

      固定資産取得積立資産 2,300,000 2,300,000 0

      財政運営資金積立資産 26,290,000 23,590,000 2,700,000

      事務機器ﾘｰｽ積立資産 2,900,000 1,450,000 1,450,000

      特定資産合計 56,006,498 51,278,265 4,728,233

    (3)その他固定資産

      車輌運搬具 431,286 989,716 △ 558,430

      什器備品 22,876 42,679 △ 19,803

      電話加入権 152,880 152,880 0

      預託金 49,880 49,880 0

      出資金 10,000 10,000 0

      その他固定資産合計 666,922 1,245,155 △ 578,233

      固定資産合計 56,673,420 52,523,420 4,150,000
      資産合計 67,508,649 63,838,190 3,670,459

Ⅱ負債の部

  1.流動負債

      未払金 6,320,972 7,485,676 △ 1,164,704

      前受金 0 0 0

      預り金 278,565 306,812 △ 28,247

      仮受金 0 0 0

      流動負債合計 6,599,537 7,792,488 △ 1,192,951

  2.固定負債

      退職給付引当金 18,305,000 18,305,000 0

      固定負債合計 18,305,000 18,305,000 0

      負債合計 24,904,537 26,097,488 △ 1,192,951

Ⅲ正味財産の部

  1.指定正味財産 0 0 0

      （うち基本財産への充当額） ( 0 ) ( 0 ) ( 0 )

      （うち特定資産への充当額） ( 0 ) ( 0 ) ( 0 )

  2.一般正味財産 42,604,112 37,740,702 4,863,410

      （うち基本財産への充当額） ( 0 ) ( 0 ) ( 0 )

      （うち特定資産への充当額） ( 37,701,498 ) ( 32,973,265 ) ( 4,728,233 )

      正味財産合計 42,604,112 37,740,702 4,863,410
      負債及び正味財産合計 67,508,649 63,838,190 3,670,459

令和4年6月17日掲載



正味財産増減計算書
令和 3年 4月 1日から令和 4年 3月31日まで

(単位：円)

当年度 前年度 増減

Ⅰ一般正味財産増減の部

 1.経常増減の部

(1)経常収益

受託事業収益 106,709,948 110,847,947 △ 4,137,999

受取配分金 79,367,036 83,091,990 △ 3,724,954

受取材料費等 8,400,122 9,406,793 △ 1,006,671

受取事務費 13,592,790 12,999,164 593,626

施設管理事業受託収益 5,350,000 5,350,000 0

労働者派遣事業等受託収益 2,336,908 2,475,560 △ 138,652

労働者派遣事業等受託収益 2,336,908 2,475,560 △ 138,652

職業紹介事業受託収益 0 0 0

職業紹介事業受託収益 0 0 0

受取会費 623,300 643,100 △ 19,800

正会員受取会費 623,300 643,100 △ 19,800

賛助会員受取会費 0 0 0

受取補助金等 20,050,000 20,000,000 50,000

受取連合交付金 10,000,000 10,000,000 0

受取（市）補助金 10,000,000 10,000,000 0

受取連合助成金 50,000 0 50,000

雑収益 90,200 32,425 57,775

雑収益 90,200 32,425 57,775

経常収益計 129,810,356 133,999,032 △ 4,188,676

(2)経常費用

事業費 121,738,483 127,257,764 △ 5,519,281

支払配分金 81,184,146 85,079,572 △ 3,895,426

支払材料費等 6,918,921 6,817,187 101,734

給料手当 20,065,832 21,913,243 △ 1,847,411

臨時雇賃金 1,245,525 1,280,888 △ 35,363

法定福利費 3,252,467 3,477,050 △ 224,583

退職給付費用 1,100,400 1,100,400 0

福利厚生費 151,985 174,551 △ 22,566

旅費交通費 97,730 97,730 0

通信運搬費 545,860 593,527 △ 47,667

減価償却費 520,410 735,424 △ 215,014

什器備品費 0 0 0

消耗品費 631,556 530,242 101,314

修繕費 10,574 50,343 △ 39,769

印刷製本費 362,485 215,870 146,615

光熱水料費 489,405 480,172 9,233

賃借料 1,375,546 1,436,134 △ 60,588

保険料 829,035 454,263 374,772

諸謝金 187,000 80,000 107,000

租税公課 1,495,753 1,574,390 △ 78,637

支払負担金 168,000 168,000 0

組織活動助成金 0 0 0

委託費 941,530 822,791 118,739

手数料 127,819 140,335 △ 12,516

貸倒損失 0 7,374 △ 7,374

雑費 36,504 28,278 8,226

科目



正味財産増減計算書
令和 3年 4月 1日から令和 4年 3月31日まで

(単位：円)

当年度 前年度 増減科目
管理費 3,208,463 3,427,414 △ 218,951

給料手当 1,816,205 1,983,419 △ 167,214
法定福利費 294,387 314,716 △ 20,329
退職給付費用 99,600 99,600 0
福利厚生費 13,757 15,800 △ 2,043
会議費 1,680 6,192 △ 4,512
旅費交通費 47,270 47,270 0
通信運搬費 75,845 82,466 △ 6,621
減価償却費 57,823 81,714 △ 23,891
什器備品費 0 0 0
消耗品費 87,760 73,686 14,074
修繕費 932 4,437 △ 3,505
印刷製本費 44,801 26,680 18,121
光熱水料費 169,289 166,095 3,194
賃借料 152,838 131,691 21,147
保険料 51,045 27,969 23,076
租税公課 63,947 67,310 △ 3,363
組織活動助成金 0 100,000 △ 100,000
委託費 182,028 158,537 23,491
手数料 5,179 5,687 △ 508
雑費 44,077 34,145 9,932

経常費用計 124,946,946 130,685,178 △ 5,738,232
評価損益等調整前当期経常増減額 4,863,410 3,313,854 1,549,556
基本財産評価損益等 0 0 0
特定資産評価損益等 0 0 0
投資有価証券評価損益等 0 0 0
評価損益等計 0 0 0

当期経常増減額 4,863,410 3,313,854 1,549,556
 2.経常外増減の部

(1)経常外収益
過年度修正益 0 0 0
経常外収益計 0 0 0

(2)経常外費用
固定資産除却損 0 4 △ 4

車両運搬具除却損 0 1 △ 1
什器備品除却損 0 3 △ 3

過年度損失修正 0 0 0
過年度損失修正 0 0 0

経常外費用計 0 4 △ 4
当期経常外増減額 0 △ 4 4

   当期一般正味財産増減額 4,863,410 3,313,850 1,549,560
   一般正味財産期首残高 37,740,702 34,426,852 3,313,850
   一般正味財産期末残高 42,604,112 37,740,702 4,863,410
Ⅱ指定正味財産増減の部
(1)収益

収益計 0 0 0
(2)費用

費用計 0 0 0
   当期指定正味財産増減額 0 0 0
   指定正味財産期首残高 0 0 0
   指定正味財産期末残高 0 0 0
Ⅲ 正味財産期末残高 42,604,112 37,740,702 4,863,410



正味財産増減計算書内訳表
令和 3年 4月 1日から令和 4年 3月31日まで

(単位：円)

シルバー人材センター事業

Ⅰ一般正味財産増減の部
 1.経常増減の部

(1)経常収益
受託事業収益 100,249,725 6,460,223 106,709,948

受取配分金 79,367,036 0 79,367,036
受取材料費等 8,400,122 0 8,400,122
受取事務費 7,132,567 6,460,223 13,592,790
施設管理事業受託収益 5,350,000 0 5,350,000

労働者派遣事業等受託収益 2,336,908 0 2,336,908
労働者派遣事業等受託収益 2,336,908 0 2,336,908

職業紹介事業受託収益 0 0 0
職業紹介事業受託収益 0 0 0

受取会費 311,650 311,650 623,300
正会員受取会費 311,650 311,650 623,300
賛助会員受取会費 0 0 0

受取補助金等 20,050,000 0 20,050,000
受取連合交付金 10,000,000 0 10,000,000
受取（市）補助金 10,000,000 0 10,000,000
受取連合助成金 50,000 0 50,000

雑収益 90,200 0 90,200
雑収益 90,200 0 90,200

経常収益計 123,038,483 6,771,873 129,810,356
(2)経常費用

事業費 121,738,483 0 121,738,483
支払配分金 81,184,146 0 81,184,146
支払材料費等 6,918,921 0 6,918,921
給料手当 20,065,832 0 20,065,832
臨時雇賃金 1,245,525 0 1,245,525
法定福利費 3,252,467 0 3,252,467
退職給付費用 1,100,400 0 1,100,400
福利厚生費 151,985 0 151,985
旅費交通費 97,730 0 97,730
通信運搬費 545,860 0 545,860
減価償却費 520,410 0 520,410
什器備品費 0 0 0
消耗品費 631,556 0 631,556
修繕費 10,574 0 10,574
印刷製本費 362,485 0 362,485
光熱水料費 489,405 0 489,405
賃借料 1,375,546 0 1,375,546
保険料 829,035 0 829,035
諸謝金 187,000 0 187,000
租税公課 1,495,753 0 1,495,753
支払負担金 168,000 0 168,000
委託費 941,530 0 941,530
手数料 127,819 0 127,819
貸倒損失 0 0 0
雑費 36,504 0 36,504

合計科目
公益目的事業会計

法人会計



(単位：円)

シルバー人材センター事業
合計科目

公益目的事業会計
法人会計

管理費 0 3,208,463 3,208,463
給料手当 0 1,816,205 1,816,205
法定福利費 0 294,387 294,387
退職給付費用 0 99,600 99,600
福利厚生費 0 13,757 13,757
会議費 0 1,680 1,680
旅費交通費 0 47,270 47,270
通信運搬費 0 75,845 75,845
減価償却費 0 57,823 57,823
什器備品費 0 0 0
消耗品費 0 87,760 87,760
修繕費 0 932 932
印刷製本費 0 44,801 44,801
光熱水料費 0 169,289 169,289
賃借料 0 152,838 152,838
保険料 0 51,045 51,045
租税公課 0 63,947 63,947
組織活動助成金 0 0 0
委託費 0 182,028 182,028
手数料 0 5,179 5,179
雑費 0 44,077 44,077

経常費用計 121,738,483 3,208,463 124,946,946
評価損益等調整前当期経常増減額 1,300,000 3,563,410 4,863,410
基本財産評価損益等 0 0 0
特定資産評価損益等 0 0 0
投資有価証券評価損益等 0 0 0
評価損益等計 0 0 0

当期経常増減額 1,300,000 3,563,410 4,863,410
 2.経常外増減の部

(1)経常外収益
過年度修正益 0 0 0
経常外収益計 0 0 0

(2)経常外費用
固定資産除却損 0 0 0

車両運搬具除却損 0 0 0
什器備品除却損 0 0 0

過年度損失修正 0 0 0
過年度損失修正 0 0 0

経常外費用計 0 0 0
当期経常外増減額 0 0 0

   他会計振替前当期一般正味財産増減額 1,300,000 3,563,410 4,863,410
他会計振替額 0 0 0

   当期一般正味財産増減額 1,300,000 3,563,410 4,863,410
   一般正味財産期首残高 30,836,748 6,903,954 37,740,702
   一般正味財産期末残高 32,136,748 10,467,364 42,604,112
Ⅱ指定正味財産増減の部
(1)収益

収益計 0 0 0
(2)費用

費用計 0 0 0
   当期指定正味財産増減額 0 0 0
   指定正味財産期首残高 0 0 0
   指定正味財産期末残高 0 0 0
Ⅲ 正味財産期末残高 32,136,748 10,467,364 42,604,112



財務諸表に対する注記 

  

１重要な会計方針 

  （1）固定資産の減価償却方法 

     減価償却資産について定額法により直接減価償却を実施している。 

  （2）引当金の計上基準 

     退職給付引当金…退職給付に要する金額から中小企業退職共済掛金額を控除した金額を計上している。 

  （3）消費税等の会計処理は、税込方式によっている。 

 

  

２特定資産の増減額及びその残高 

   特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。            （単位：円） 

科  目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

減価償却引当資産 

固定資産取得積立資産 

退職給付引当資産 

財政運営資金積立資産 

事務機器リース積立資産 

5,633,265 

2,300,000 

18,305,000 

23,590,000 

1,450,000 

578,233 

0 

0 

2,700,000 

1,450,000 

0 

0 

0 

0 

0 

6,211,498 

2,300,000 

18,305,000 

26,290,000 

2,900,000 

合  計 51,278,265 4,728,233 0 56,006,498 

 

 

３特定資産の財源等の内訳 

   特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。               （単位：円） 

科  目 当期末残高 
うち指定正味財産か

らの充当額 

うち一般正味財産か

らの充当額 

うち負債に対する額 

減価償却引当資産 

固定資産取得積立資産 

退職給付引当資産 

財政運営資金積立資産 

事務機器リース積立資産 

6,211,498 

2,300,000 

18,305,000 

26,290,000 

2,900,000 

0 

0 

0 

0 

6,211,498 

2,300,000 

0 

26,290,000 

2,900,000 

0 

0 

18,305,000 

0 

合  計 56,006,498 0 37,701,498 18,305,000 

  

 

４固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末の残高 

   固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。（単位：円） 

科  目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高 

車両運搬具  

什器備品 

8,603,945 

4,077,620 

       8,172,659 

        4,054,744 

431,286 

22,876 

合  計 12,681,565 12,227,403 454,162 

 

 

 



 

 

 

５補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高 

    補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。（単位：円） 

 

 

 

 

 

附属明細書 

 

１特定資産の明細 

     特定資産の明細は、財務諸表の注記に記載しているため、附属明細書への記載を省略する。 

 

 

2 引当金の明細 

        引当金の明細は、財務諸表の注記に記載しているため、附属明細書への記載を省略する。 

 

 

 

 

補助金等の名称 交付者 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 
貸借対照表上 

の記載区分 

連合交付金 

連合助成金 

市補助金 

国（連合） 

連合 

市 

0 

0 

0 

10,000,000 

50,000 

10,000,000 

10,000,000 

50,000 

10,000,000 

0 

0 

0 

 ― 

  ― 

  ― 

合   計 0 20,050,000 20,050,000 0  



【流動資産】

振替口座
ゆうちょ銀行一ノ宮 運転資金として

前払金 （株）全幅サービス 役員賠償保険前払い

【固定資産】

特定資産 普通預金 職員退職給付引当資産として管理している

引当資産 しののめ信用金庫一ノ宮支店

普通預金 減価償却引当資産として管理している

引当資産 しののめ信用金庫一ノ宮支店

普通預金 固定資産取得資産として管理している

積立資産 しののめ信用金庫一ノ宮支店

普通預金 運転資金として

積立資産 しののめ信用金庫一ノ宮支店

普通預金 事務機器リース代金として

積立資産 しののめ信用金庫一ノ宮支店

その他 車両運搬具 軽トラック　他6台 公益目的事業と管理運営の用に供している 431,286

固定資産
什器備品 エアコン他 公益目的事業と管理運営の用に供している 22,876

電話加入権 電話回線 公益目的事業と管理運営の用に供している 152,880

出資金 しののめ信用金庫出資金 公益目的事業と管理運営の用に供している 10,000

預託金 軽トラック　他6台分 公益目的事業と管理運営の用に供している 49,880
自動車リサイクル料

【流動負債】

会員配分金他

職員社会保険料他 個人負担の社会保険料等の預かり金他

【固定負債】

職員に対するもの

財 産 目 録

 (令和４年３月３１日現在) (単位：円)

貸借対照表科目 場所・物量等 使用目的等 金　額

現金預金 手元保管 運転資金として 2,000

29,000

普通預金
運転資金として 4,697,775

しののめ信用金庫一ノ宮支店

1,650

未収金 発注者からの未収金 事業収入未収金142件他 6,104,804

流動資産合計 10,835,229

退職給付 18,305,000

減価償却
6,211,498

固定資産取得
2,300,000

財政運営資金 26,290,000

事務機器ﾘｰｽ
2,900,000

固定資産合計 56,673,420

資産合計 67,508,649

未払金 公益目的事業と管理運営に係る未払い分 6,320,972

預り金 278,565

流動負債合計 6,599,537

正味財産 42,604,112

退職給付 職員の退職金の支払いに備えたもの 18,305,000

固定負債合計 18,305,000

負債合計 24,904,537



監 査 報 告 書

令和 4年 5月 11日

公益社団法人富岡市シルバー人材センター

理事長  金 井  壽 雄 殿

公益社団法人富岡市シルバー人材センター

監事亥 J■ こだ封⑤
監 事  わ 系 珍

私たち監事は、令和 3年 4月 1日 から令和 4年 3月 31日 までの事業年度の理事の職務の執行

を監査いたしました。その方法及び結果について、次のとお り報告いたします。

1 監査の方法及びその内容

各監事は、理事及び使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境整備に努めると

ともに、理事会に出席 し、理事及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必

要に応 じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、業務及び財産の状況を調査いたしました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告について検討いたしました。

さらに、会計帳簿又はこれに関する資料の調査を行い、当該事業年度に係る計算書類 (貸借

対照表及び正味財産増減計算書)及びその附属明細書並びに財産 目録について検討いたしまし

た。

2 監査意見

(1)業務報告等の監査結果

① 事業報告は、法令及び定款に従い、法人の状況を正 しく示しているものと認めます。

② 理事の職務の執行に関する不正の行為又は法令若 しくは定款に違反する重大な事実

は認められません。

(2)計算書類及びその附属明細書並びに財産目録の監査結果

計算書類及びその附属明細書並びに財産目録は、法人の財産及び損益の状況をすべての

重要な点において適正に示しているものと認めます。


